
論点
資料

障害のある子供に対する教育課程の
充実について

令 和 7 年 ７ 月 ４ 日
教育課程企画特別部会
資 料 ３

⑪



障害のある子供の学びの場と教育課程
特別支援学校小・中・高等学校

特別支援学級（小・中）通常の学級 ◼ 障害のある児童生徒に対して幼・
小・中・高に準ずる教育を施すと
ともに、障害による学習上又は生
活上の困難を克服し自立を図るた
めに必要な知識技能を授けること
を目的とした学校

◼ 小・中に在籍する障害のある児童
生徒に対して、障害による学習上
又は生活上の困難を克服するため
の教育を行う学級

対象障害種

視覚障害、聴覚障害、知的障害、
肢体不自由、病弱・身体虚弱

幼児児童生徒数（R6）

約155,100人
（幼稚部：約1,100人、 小学部：約53,100人
中学部：約34,300人、高等部：約66,700人）

教育課程

◼ 特別支援学校学習指導要領等に基
づき幼・小・中・高に準じた教育課程
を編成

✓ 障害による学習上又は生活上の困難
を主体的に改善・克服するための自
立活動を実施

✓ 障害の状態により特に必要な場合や
重複障害の児童生徒は弾力的な教
育課程の編成が可能

✓ 知的障害者である児童生徒は、知的
障害の特性等を踏まえた各教科等に
よる教育課程を編成

対象障害種

知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱、
弱視、難聴、言語障害、自閉症・情緒障害

児童生徒数（R6）

約394,800人
（小：約281,200人、中：約113,600人）

教育課程

◼ 特別の教育課程を編成
✓ 障害による学習上又は生活上の困
難を克服し自立を図るため、特別支
援学校学習指導要領に示す自立活
動を実施

✓ 障害の程度や学級の実態等を考慮
の上、各教科の目標・内容を下学年
の目標・内容に替えたり、知的障害
者である児童生徒に対する教育を行
う各教科に替えるなど、実態に応じた
教育課程を編成

通級による指導

◼ 通常の学級に在籍する障害のある児童生徒に
対して、障害による学習上又は生活上の困難
を克服するために実施する特別の指導

対象障害種

言語障害、自閉症、情緒障害、弱視、難聴、学習障害、
注意欠陥多動性障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱

児童生徒数（R4）

約198,300人
（小：約164,700人、中：約31,600人、高：約2,100人）

教育課程

◼ 特別の教育課程を編成
✓ 各教科等は通常の学級で授業を受けつつ、障害
に応じた特別な指導として、自立活動の内容を参
考とした指導を実施。学校の教育課程に加え、又
は一部に替えることが可能

✓ 年間35単位時間（学習障害・注意欠陥多動性障害
は10単位時間）から280単位時間までを標準

■個々の児童生徒の障害の状態等に応じた指導内容や
指導方法の工夫を組織的かつ計画的に実施

※学習面又は行動面で著しい困難を示す児童生徒の割
合が小・中8.8%、高（通信制除く）2.2％（R4）
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障害のある子供一人一人について、関係機関との連携を図り長期的な視点で教育的支援を行うための「個別の教育支援計画」と
一人一人の教育的ニーズに応じた目標、内容、方法等を明確にする「個別の指導計画」の作成・活用が必要（通常の学級については努力義務）

いずれの学びの場であっても、本人・保護者から何らかの配慮が求められた場合には、過重な負担がない範囲で、合理的配慮を提供



3

障害のある子供たちの教育課程の編成に関する主な課題
【現状】 【顕在化している主な課題】

⚫ 通常の学級に在籍する学習面又は行動面の困難があ
る児童生徒の割合が増加。公立小・中学校では通常
の学級の児童生徒のうち8.8％が学習面又は行動面
で著しい困難があり、特別の教育的支援が必要と推
定。これらの子供たちのうち、通級による指導を受けて
いる子供の割合は一定程度にとどまっているなど、個
別の配慮・支援を受けることができていない子供たち
が多数存在。

⚫ 通級による指導を受ける児童生徒数は過去20年間
で5.4倍（小・中）となっており、特に、発達障害（自閉
症、学習障害、注意欠陥多動性障害）や情緒障害の
児童生徒数が急増。

⚫ 特別支援学級に在籍する児童生徒数は過去20年間
で4.3倍となっており、特に、知的障害学級や自閉症・
情緒障害学級に在籍する児童生徒数が増加。

⚫ 市区町村の教育支援委員会において、特別支援学校
の対象となり得る障害の程度と判定された、障害の程
度が比較的重い児童生徒のうち約３割の子供たちが
小学校に就学しており、このうち一部の子供は通常の
学級に就学している。

（通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への対応に関する課題）
⚫ 障害者差別解消法で求められている合理的配慮について、本人・保護者と学
校・設置者の建設的対話が十分に行われていないなど、理解や提供が十分で
はない状況も見受けられる。

⚫ 通級による指導を利用している子供も含めて、通常の学級に在籍する障害のあ
る子供たちは、障害のない子供と同一の目標や内容で各教科の学習に取り組

むことが前提であり、通級による指導においては各教科について教育課程上の
特例的な取扱いはできないなど、障害の状態等に応じたきめ細かな指導の実
現に課題がある。

⚫ 合理的配慮の提供の前提である「基礎的環境整備」について自治体間で差が
生じており、特にデジタル学習基盤の活用が重要であるが、障害の状態や特性
等に合わせた情報提供の方法やアクセシビリティ機能（端末に標準的に装備されて
いる表示方法の変更、読み上げ機能、音声入力等）の活用など、ICTの活用状況に課
題がある。

（通級による指導、特別支援学級に関する課題）
⚫ 通級による指導や特別支援学級で増加している発達障害や情緒障害等の児
童生徒に対して、十分な配慮が行き届いていない状況もあるとの指摘もある。

⚫ 特別支援学級について、一人一人の児童生徒の障害の状態等を十分に考慮
せずに画一的な指導を行っている学校もあるとの指摘もある。

⚫ 義務教育段階で特別支援学校に就学している児童
生徒数は、過去20年間で1.6倍。特に知的障害の児
童生徒数が増加。

小・中・高等学校

特別支援学校

小・中・高等学校

⚫ 自立活動の時間の指導と各教科等の指導の関連付けが十分ではないとの指

摘や、自立活動の実施にあたり、実態把握から指導目標・内容の設定までの考

え方・プロセスに課題があるとの指摘もある。

⚫ 知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校の各教科におい

ては、小・中・高等学校における学びとの連続性の確保を図りつつ、知的障害の

特性や発達の段階等を踏まえた対応が必要。

⚫ 小・中・高との交流及び共同学習の機会が十分ではないとの指摘もある。

⚫ 特別支援学校においてもデジタル学習基盤の活用状況に課題がある。

特別支援学校
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考えられる方向性と論点①（通常の学級、通級による指導）

１．通常の学級における合理的配慮の提供の充実等

⚫ 障害のある子供たちに対して、過重な負担がない範囲での合
理的配慮の提供を促す観点から、その考え方などを明らかにす
る方向で検討してはどうか。また、学習の過程における困難さに
対して、困難さが生じる要因を踏まえた対応を示すことを検討し
てはどうか。

２．通常の学級に在籍する障害のある子供たちが通級による
指導を利用する場合の特例的な取扱い

⚫ 通常の学級に在籍する通級による指導を受ける障害のある子
供たちに対して、障害のない子供たちとできる限り共に学びな
がら、障害の状態等に応じたきめ細かな指導の実現を図る観
点から、以下のような教育課程の特例的な取扱いを認めること
を検討してはどうか。

✓ 通級による指導において、自立活動の指導に加えて、障害の
状態等を踏まえ特に必要がある場合には、各教科の指導を
行うことを可能とすることを検討してはどうか。通級による指
導の授業時間数や修得単位数の上限を見直すことや、教育
課程の編成に当たって、発達障害などの障害種ごとの配慮
事項を示すことについても検討してはどうか。

✓ 通級による指導を含め、教育課程全体を通じて、児童生徒の
障害の状態等を考慮した教育課程の編成を行い、例えば、
各教科（※）の目標・内容の一部について、障害の状態等を
考慮したものに替えることや取り扱わないことなどについても
検討してはどうか。
（※）高等学校においては各教科・科目

✓ 障害による困難の改善・克服を目的とする指導の充実を図る
観点から、通級による指導において、自立活動を取り入れる
ことを明確にしてはどうか。

（合理的配慮の提供に関する論点）

⚫合理的配慮の提供は、障害の種類や程度によって一律
に決まるものではなく、合理的配慮の基盤となる基礎的
環境整備の状況を踏まえつつ、本人・保護者との建設的
な対話を通じて、一人一人の障害の状態等に応じた対
応が必要な点について、どのように担保すべきか。

⚫デジタル学習基盤の活用は基礎的環境整備に位置付く
ものであり、そういった点も明らかにすることが重要では
ないか。また、１人１台端末の活用に際してのアクセシビ
リティ機能や入出力支援装置の活用については、地域や
学校によって活用状況等に差が生じており、一人一人の
障害の状態や特性等に合わせた学び方につながるICT
活用について、更なる促進が必要ではないか。

（通級による指導の見直しに関する論点）
⚫通級による指導に関する特別の教育課程の見直しを行
う場合、不適切な運用を防ぐための仕組みも必要では
ないか。（例：障害による困難の改善・克服を目的とする指導が
十分に行われていない状況など）

⚫通級による指導を利用しやすくするために、本人・保護
者及び専門家の意見等を踏まえつつ、これまで以上に
学校長の判断で通級による指導が柔軟に利用できるよ
うにする方策も必要ではないか。

【考えられる方向性】 【論点・留意点】
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通常の学級に在籍する障害のある児童生徒が通級による指導を利用する際の
教育課程の見直し（イメージ）

障害による困難
の改善・克服を
目的とした指導

（※）

各教科等（通常の学級での授業）

各教科等
通常の
教育課程

通級による指導
を利用する児童
生徒の教育課程
（特別の教育課程）

現行制度

（※）自立活動の内容を参考として目標・内容を設定。年間280単位時間（週8単位時間）までを標準
（特に必要があるときは、障害による困難の改善・克服を目的とした指導を、各教科の内容を取り扱いながら行うことが可能）

論点
イメージ

障害による困難
の改善・克服を
目的とした指導

各教科等（通常の学級での授業）

通級による指導
を利用する児童
生徒の教育課程
（特別の教育課程）

⚫通級による指導において、障害の状態等を踏まえ特に必要がある場合には、各教科（※）の指導を行うことも可能
とすることや、通級による指導の授業時間数の上限を見直すことなどを検討してはどうか

⚫各教科の指導に当たっては、各教科の目標・内容の一部について、障害の状態等を考慮したものに替えることや
取り扱わないことなど、児童生徒の障害の状態等に応じた教育課程の編成を認めることを検討してはどうか

通級による指導

各教科
（障害の状態等を踏まえ
特に必要がある場合）

通級による指導

⚫通常の学級での指導においても、障害の状態等を踏まえ特に必要がある場合には、各教科（※）の
目標・内容の一部について、障害の状態等を考慮したものに替えることや取り扱わないことなど、児
童生徒の障害の状態等に応じた教育課程の編成を認めることを検討してはどうか

（※）高等学校においては各教科・科目
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（※）週8単位時間までを標準としている授業時間数についても見直しを検討。



通級による指導を受ける児童生徒の特別の教育課程の見直し（イメージ）

現行 改善イメージ

障害による困難の改善・
克服を目的とした指導

通級による指導

通常の学級

＝

指導内容や指導方法を工夫
しながら通常の学級で受ける

障害のない子供たちとできる限り共に学びながら
障害の状態等に応じたきめ細かな指導を実現することで、
障害のある子供の能力と可能性を最大限に伸ばし、

自立と社会参加に向けた学びを実現

障害による困難の改善・克服を目的
とした指導

通級による
指導

通常の学級

＝

障害の状態等を踏まえ特に必要がある場合には

各教科の目標・内容の一部を、障害
の状態等を考慮したものに替えたり
取り扱わない

（障害の状態等を踏まえ特に必要がある場合）

各教科の指導

＋

大部分の授業を通常の
学級で受ける

一部の時間で障害に
応じた指導を実施

障害の状態や授業の内容によっては

障害の状態に応じた自分の
ペースで学ぶことが難しい

学習活動に参加している実感を
持ちながら学ぶことが難しい

他の児童生徒と同一の目標を
前提に学ぶことが難しい

といった場合があり、障害のある子供の学びの充実に
課題がある。

通級指導で身に付けたことを
通常の学級での学びに生かす

通級による指導を活用し、
障害の状態等に合わせて、目標や内容を個別
に設定し、自分にあった内容やペースで学ぶ

通常の学級において、障害のない子供と共に学びつ
つも、障害の状態等に合わせて目標や内容を個別に

変更し、自分にあった内容やペースで学ぶ

大部分の授業を
通常の学級で

受ける

一部の時間で
障害に応じた
指導を実施

5

通級指導で身に付けたことを
通常の学級での学びに生かす



考えられる方向性と論点②（特別支援学級、特別支援学校）
【考えられる方向性】

【論点・留意点】
３．特別支援学級における特別の教育課程の質の確保

⚫特別支援学級に在籍する児童生徒一人一人の障害の状態
や特性等に応じた教育課程の編成・実施をこれまで以上に
各学校に促すために、自閉症・情緒障害などの障害種ごとの
配慮事項を示すことや、自立活動の指導については、自立活
動の時間のみならず特別支援学級の教育活動全体を通じて
指導を実施することを明示する方向で検討してはどうか。

⚫特別支援学級の児童生徒が大半の時間を通常の学級で学
んでいる場合には、学びの場の変更が必要であり、上記２．で
示した通級による指導を利用する際の特例的な取扱いも踏ま
え、通級による指導の更なる活用を促してはどうか。

４．特別支援学校の教育課程の充実

⚫自立活動について、各教科等との関連付けをこれまで以上に
徹底し、自立活動の時間に加えて、学校の教育活動全体の取
組となるよう、見直しを図る方向で検討してはどうか。

⚫知的障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学
校の各教科においては、小・中・高の各教科に準じつつ、知的
障害の特性や発達の段階等を踏まえた構造化を検討しては
どうか。

⚫デジタル学習基盤の活用について、障害の状態や特性等を
踏まえた活用の在り方についても明らかにしてはどうか。

５．障害のある子供と障害のない子供が共に学ぶ機会の充実
⚫交流及び共同学習については、その意義として、障害のある
子供と障害のない子供がともに協働的に学び合うことの重要
性を示す方向で検討してはどうか。

（特別支援学級の質の確保に関する論点）
⚫特別支援学級において特別の教育課程を編成して
いるにも関わらず、自立活動の時間を設けていない
学校が一部に見られるところであり、各学校におい
て自立活動を確実に実施するような方策も必要で
はないか。

（自立活動に関する論点）
⚫特別支援学校学習指導要領を参照する特別支援
学級や通級による指導の担当教師にとっては自立
活動の内容が難解であるとの指摘もあり、小・中・
高の教師に自立活動の内容をこれまで以上に理解
してもらう観点からの方策が必要ではないか。

（交流及び共同学習に関する論点）
⚫ 「インクルーシブな学校運営モデル事業」において、
発展的な交流及び共同学習を実現するための教
育課程の編成等について実践研究に取り組んでい
るところであり、各地域・学校の実践を踏まえつつ、
交流及び共同学習を発展させるための方策が必
要ではないか。
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Aさんの
ための

合理的配慮

Cさんの
ための
合理的
配慮

Bさんのための
合理的配慮

障害のある人から、社会的障壁を取り除くために何らかの対応を必要と
しているとの意思を伝えられた際に、負担が過重でない範囲で対応する
こと。 （第７条第２項、第８条第２項）

※過重な負担については、個別の事案ごとに、実現可能性の程度（物理的・技
術的制約、人的・体制上の制約）、費用・負担の程度、財政・財務状況といっ
た要素を考慮して、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断するこ
とが必要。

障害のある人に対して、正当な理由なく、障害を理由として差別すること
を禁止。 （第７条第１項、第８条第１項）

学校における障害者差別解消法を踏まえた対応について

障害者差別解消法第11条第1項の規定に基づき、不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供について、文部科学省が所管する分野における

行政機関や事業者が適切に対応したり参考にしたりするために必要な事項を定めたもの。

文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 （平成27年文部科学省告示第180号）

「合理的配慮」と「基礎的環境整備」との関係

➢ 行政機関（教育委員会、公立学校等）や事業者（私立学校等）に対して、
不当な差別的取扱いの禁止、実施に伴う負担が過重でない範囲の合理
的配慮の提供が課されており、教育現場において対応が求められている。

不当な差別的取扱いの禁止とは

合理的配慮の提供とは

障害者差別解消法で求められていること

試験時間延長車いす利用
の補助

るびふり教材
の提供

➢ 行政機関（教育委員会、公立学校等）や事業者（私立学校等）に
は、個々の障害者に対して行われる合理的配慮を的確に行うため
の、不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的改善措
置（基礎的環境整備）が努力義務として課されている。

➢ 合理的配慮の内容は、基礎的環境整備の状況や技術の進展、社会
情勢の変化等によって変わり得るものであり、基礎的環境整備と合
理的配慮の提供を両輪として進めることが必要。

基礎的環境整備（第５条）

施設や設備のバリアフリー化、介助者等の人的支援、
情報アクセシビリティの向上 等

⚫ 全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会（共生社会）
の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的とした「障害者差別解消法」が平成25年に制定。

➢ 合理的配慮は、障害の特性や具体的場面や状況に応じて異なり、多様か
つ個別性の高いものである。そのため、障害のある児童生徒やその保護
者と学校・設置者等の双方の建設的対話による相互理解を通じて、必要
かつ合理的な範囲で、柔軟に対応がなされることが必要。
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8

小学校学習指導要領
第1章総則 第4 児童の発達の支援

障害のある児童などについては、特別支援学校等の
助言又は援助を活用しつつ、個々の児童の障害の状態
等に応じた指導内容や指導方法の工夫を組織的かつ計
画的に行うものとする。

第2章国語 第3 指導計画の作成と内容の取扱い
障害のある児童などについては、学習活動を行う場

合に生じる困難さに応じた指導内容や指導方法の工夫
を計画的、組織的に行うこと。

※中学校学習指導要領、高等学校学習指導要領においても同様の記述。ま
た国語以外の各教科等においても同様の記述。

＜学習指導要領解説における例示（小学校 国語編）＞
「各教科等の学びの過程において考えられる困難さに対する指導の工夫の
意図、手立てを明確にすることが重要。」
・文章を目で追いながら音読することが困難な場合には、自分がどこを読むのかが分
かるように教科書の文を指等で押さえながら読むよう促すこと、行間を空けるために
拡大コピーをしたものを用意すること、語のまとまりや区切りが分かるように分かち書き
されたものを用意すること、読む部分だけが見える自助具（スリット等）を活用する
ことなどの配慮をする。

⚫行政機関等と事業者に、障害者から何らかの配慮を求
められた場合には、過重な負担がない範囲で、社会的
障壁を取り除くために必要かつ合理的な配慮（合理的
配慮）を行うことを義務付け。

⚫不特定多数の障害者向けに事前的改善措置を行う、環
境の整備を努力義務とする。

・合理的配慮の内容は、環境の整備に応じて変わり得る。
・環境の整備と合理的配慮を、両輪として進めることが重要。
・合理的配慮は、多様かつ個別性の高いものであり、双方の建設

的対話による相互理解を通じて、柔軟に対応されることが必要。

＜対応指針における例示＞
・見えにくさのある児童生徒に、拡大資料やテキストデータを事前に渡す
・聞こえにくさのある児童生徒に、外国語のヒアリングに代えて文字による代替
問題を用意する
・肢体不自由のある児童生徒に、体育の授業の際に、ボールの大きさや走る
距離を変更したり、スポーツ用車椅子の使用を許可する
・読み・書き等に困難のある児童生徒に、授業や試験においてICT機器使
用を許可したり、筆記に代えて口頭試問で行う など

学習指導要領 障害者差別解消法（平成25年法律第65号）

差別の解消の推進に関する対応指針(文部科学省告示)

教育課程の編成・実施
における合理的配慮
について整理する必要

基礎となる
環境整備

個別の
合理的配慮

指導内容
の変更

情報提供
方法の変更

課題
の量の
変更

試験の
受験方法
の変更

学習時間
の変更 など

本人・保護者
との合意形成
を踏まえた

デジタル学習基盤の活用

誰もが参加しやすい
授業の工夫

教職員や周囲の
児童生徒の理解

自分に合った学び方を
選択できる環境

など

現行の学習指導要領における障害のある児童生徒への指導の工夫や配慮と合理的
配慮の提供について（イメージ）



＃すぐに ＃いつでも ＃どこでも

＃1人1人に応じて ＃⼤量に ＃誰とでも

＃何度でも

学習の個性化

⼀人⼀人に応じた
学習活動や課題に
取り組む機会の提供

により学習を深め、
広げる

ex.) 子供の関心・特性
に応じた多様な学
び

9

デジタル学習基盤の整備 合理的配慮の基礎となる環境整備
一人一人に合った
教材の提供

自分に合った
入力・出力方法の活用

など

見え方に応じた表示 音声を文字に変換

【視覚障害】 【聴覚障害】

抽象的な事柄を
視覚的に理解

【知的障害】

身体の状態に応じた
入出力機器

遠隔ロボットの活用
読上げ機能や

書き込み機能の活用

【肢体不自由】 【病弱】 【発達障害】

多様な形式による
情報提供

通信ネットワークを
活用した学習参加

各教科等及び自立活動において、個々の障害の状態や特性等に応
じて有効に活用し、指導の効果を高める

（活用例）

収集 判断 表現 処理

創造 発信 伝達

【デジタル学習基盤による情報活用の飛躍的充実】

組み合わせ

多様な他者との協働
により、異なる考え
方が組み合わさりよ
りよい学びを生み出
す
ex.) 好きなタイミング

での他者参照や共
同編集

充実の具体的な姿

情報活用の場面

指導の個別化

必要に応じた重点
的な指導や指導方
法・ 教材等の工夫
等による学習内容
の確実な定着を図
る
ex.) ⼀人⼀人に合っ

た教材の提供

個別最適な学び 協働的な学び

組み

合わせ

令和６年１１月１３日 中央教育審議会
デジタル学習基盤特別委員会資料 より

２つの視点を組み合わせて活用することにより、障害のある子供たちの学びの更なる充実を実現

特別支援教育におけるデジタル学習基盤を活用した学びの姿（イメージ）

視点１：個別最適な学びと協働的な学びの実現
視点２：障害による学習上又は生活上の困難さの

改善・克服に向けた活用


